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集団指導とは

集団指導とは、
障害者総合支援法等に基づく事業者指導の一環と
して、事業所運営に係る設備・人員の基準関係を
はじめ、障害福祉サービスの提供に際し特に注意
していただきたい事項を改めて御説明し、管理者
の方に必ず御承知いただきたい重要な情報などを
お伝えする場として実施する行政指導です。
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障害児相談支援にあっては、資料中、
「計画相談支援」とあるのは「障害児相談支援」と、

「サービス等利用計画」とあるのは「障害児支援利用計画」と、

「サービス利用支援」とあるのは「障害児支援利用援助」と

読み替えて受講してください。
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人員配置について

(1) 人員に関する基準

人 員 基 準

従業者 ○ 専らその職務に従事する相談支援専門員
⇒ １人以上（業務に支障がない場合は他の職務の兼務可）

★ 相談支援専門員の標準数 ★※次頁に詳細あり

１ヶ月平均の利用者数が35件に対して１人を標準とするものであり、
利用者の数が35件又はその端数を増すごとに増員することが望ましい

○ 相談支援員
専ら指定事業所の職務に従事する者であって
配置要件：①『社会福祉士』又は『精神保健福祉士』の資格を有し、

②事業所が、 機能強化型サービス利用支援費の算定要件を
満たし、事業所配置の主任相談支援専門員が相談支援員に
指導・助言を行う体制を確保していること。

管理者 原則として専ら管理業務に従事するもの
（管理業務に支障がない場合は他の職務の兼務や、併設する事業所の業務等の兼務が可能）



6

人員配置について

(1) 人員に関する基準

※兼務に係る留意点

〇１ヶ月平均とは、当該月の前６月間の利用者の数を６で除して得た数を言います。

〇利用者数とは、指定サービス利用支援又は指定継続サービス利用支援を提供した計画相談支
援対象障害者等の数を指し、当該指定特定相談支援事業所が指定障害児相談支援事業所を一
体的に運営している場合には、指定障害児支援利用援助又は指定継続障害児支援利用援助を
提供した障害児相談支援対象保護者の数についても含みます。

※相談支援専門員の標準数（補足）

相談支援専門員が担当する利用者が利用する指定障害福祉サービス事業所等の業務と兼務する
場合については、指定障害福祉サービス事業所等との中立性の確保や、指定障害福祉サービス
事業所等と異なる視点での検討が欠如しかねないことから 、次の場合を除き、当該利用者が
利用する指定障害福祉サービス事業所等の業務と兼務しない相談支援専門員が継続サービス利
用支援を実施することを基本とする。（支給決定の更新又は支給決定の変更に係るサービス利
用支援について同じ。）

① 身近な地域に指定特定相談支援事業者がない場合
② 支給決定又は支給決定の変更によりサービス内容に著しく変動があった者のうち、当該

支給決定等から概ね3ヶ月以内の場合



≪参考≫相談支援専門員の人員に関するQ＆A【 計画相談支援 ・障害児相談支援共通 】
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人員配置について つづき

(1) 人員に関する基準

（『相談支援に関するＱ＆Ａ（令和７年３月１８日）』より）

問43 「相談支援専門員がサービス提供事業所の職員と兼務する場合のモニタリング等
の取扱い」については、相談支援専門員が担当する障害者等に直接サービス提供を行
うか否かに関わらず、当該相談支援専門員が、担当する障害者等が利用するサービス
提供事業所の職員と兼務する場合は、当該相談支援専門員がモニタリング等を行うこ
とは望ましくないとの考えか。

（答）
○ お見込みのとおり。

（答）
○ 障害者等が希望する場合であっても、サービス提供事業所との中立性の確保やサービス提供
事業所の職員と異なる視点での検討が欠如しかねず望ましくないため、当該障害者等に制度の
趣旨を説明し理解を求めること。

問44 「相談支援専門員がサービス提供事業所の職員と兼務する場合のモニタリング等
の取扱い」については、障害者等が当該相談支援専門員を希望する場合は、「市町村
がやむを得ないと認める場合」として、引き続き当該相談支援専門員によるモニタリ
ング等を認めてよいか。
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運営規程に記載すべき事項について、『事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関
する運営規程を定めておかなければならない。』とされています。

① 運営規程

(2) 運営に関する基準

一 事業の目的及び運営の方針

二 従業者の職種、員数及び職務の内容
※「員数」は、基準上必要な員数を満たす範囲で「〇人以上」と記載可

三 営業日及び営業時間

四 指定計画相談支援の提供方法及び内容並びに利用者（保護者）から受領する費用及びその額

五 通常の事業の実施地域

六 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類

七 虐待の防止のための措置に関する事項
※ 具体的には、

ア 虐待の防止に関する担当者の選定 イ 成年後見制度の利用支援 ウ 苦情解決体制の整備
エ 従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施（研修方法や研修計画など）
オ 虐待の防止のための対策を検討する委員会（虐待防止委員会）の設置等に関すること

八 その他運営に関する重要事項
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事業者は、支援対象障害者等が利用の申込みを行ったときは、当該利用申込者に係る障害の特性に応じ
た適切な配慮をしつつ、当該利用申込者に対し 、運営規程の概要その他の利用申込者のサービスの選択
に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該計画相談支援の提供の開始につ
いて当該利用申込者の同意を得なければなりません。

② 内容及び手続の説明及び同意

(2) 運営に関する基準

※※重要事項説明書に記載すべき事項※※
① 運営規程の概要

・事業者、事業所の概要
・目的、方針、事業の主たる対象とする障害の種類、営業日時、通常の事業の実施地域などの
基本事項

・提供するサービスの内容や提供方法
・料金に関する事項など

② 従業者の勤務体制

③ 事故発生時の対応

④ 苦情処理の体制
・苦情・相談の連絡先（事業者、 市窓口、兵庫県福祉サービス運営適正化委員会など）

⑤その他
サービスを選択するために必要な事項
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(1) 事業者は、計画相談支援の利用に係る契約をしたときは、その旨を市町村に対し遅滞なく報告しなけ
ればなりません。

(2) 事業者は、『サービス等利用計画』を作成したときは、その写しを市町村に対し遅滞なく提出しな
ければなりません。

③ 契約内容の報告等

(2) 運営に関する基準

事業者は、法定代理受領によらない場合の費用の額や利用者から支払を受けることができると定められ
た交通費などについて、利用者から支払を受けた際には当該利用者に対して領収証を交付しなければなり
ません。

④ 給付費の額等の受領

(1) 法定代理受領により市町村から給付費の支給を受けた場合、利用者に対し当該利用者に係る給付費の
額を通知しなければなりません。

(2) 法定代理受領を行わない計画相談支援に係る費用の支払を受けた場合、その提供した支援の内容、
費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に交付しなければなり
ません。

⑤ 給付費の額に係る通知等
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(1) 事業者は、利用者に対し、適切な計画相談支援を提供できるよう、指定事業所ごとに、従業者の勤務
の体制を定めておかなければなりません。

⑥ 勤務体制の確保等

(2) 運営に関する基準

※※配置した従業者の明示※※
・ 従業者に雇用契約書や労働条件通知書、辞令書等で労働条件（従事する職種、常勤・非常勤の別、就業場所、

勤務時間、雇用期間など）を示すこと。

・ 事業所内での職種や他事業所との兼務関係についても、辞令書等で明示すること。

・ 事業所ごと、月ごとの勤務表を作成すること。

・ 従業者の勤務実績を管理すること。

・ 日々の勤務の内容を管理すること。

・ 常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明確にすること。
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(2) 事業者は、従事者の資質向上のために、その研修の機会を確保しなければなりません。

(3) 事業者は、適切な計画相談支援の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優
越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環
境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければなりません。

⑥ 勤務体制の確保等 つづき

(2) 運営に関する基準

※※研修は年間計画を作成し、計画的に実施してください※※
【事業所内で行われる研修内容(例)】
・ 虐待防止、衛生管理、業務継続計画に関するもの

・ 外部講師による研修

・ サービスの質の向上や技術向上のための養成研修 ・・・など

※※事業者が講ずべき措置の具体的な内容を定めた指針※※
・ 事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成18年

厚生労働省告示第615号）
・ 事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等につい

ての指針（令和２年厚生労働省告示第５号）

※※取組例※※
・ 相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、被害者への配慮のための取組、マニュアル作成や研修の

実施など。
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(1) 指定事業所の従業者及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘
密を漏らしてはいけません。

(2) 事業者は、従業者及び管理者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその
家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければなりません。

(3) 事業者は、サービス担当者会議等において、利用者又はその家族の個人情報を用いる場合は、あらか
じめ文書により当該利用者又はその家族の同意を得ておかなければなりません。

⑦ 秘密保持等

(2) 運営に関する基準

※※秘密保持誓約書等※※
・ 従業者等の秘密保持義務について、誓約書や雇用契約書、就業規則等に明記してください。

・ 雇用時に従業者から徴する誓約書等には、在職中と併せて退職後も秘密を保持する旨を記載してください。

相談支援専門員、相談支援員及びサービス等利用計画に位置付けられた各福祉サービス等の担当者が、サービス担
当者会議等において利用者又はその家族の個人情報を用いる場合は、指定事業者等は、あらかじめ、文書により利
用者又はその家族から（包括的な）同意を得る必要があります。
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は指定事業所の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、

(1) 事業者は、その提供した計画相談支援又は『サービス等利用計画（障害児支援利用計画）』に位置付
けた福祉サービス等に関する利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情
を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければなりません。

(2) 事業者は、苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければなりません。
苦情の受付日、内容等を記録してください。記録は５年間保存しなければなりません。

(3) 事業者は、その提供した計画相談支援に関し、障害者総合支援法第十条第一項（児童福祉法第二十四
条の三十四第一項）の規定により市町村が行う報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示の
命令又は当該職員からの質問若しくは指定事業所の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、
及び利用者又はその家族からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導
又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければなりません。

⑧ 苦情解決

(2) 運営に関する基準

※※必要な措置※※
・ 相談窓口の設置
・ 苦情解決の体制及び手順等（苦情解決 のためのマニュアルやフローの整備など）
★ 措置の概要については、サービスの内容を利用申込者に説明する文書に記載し、事業所に掲示することが望

ましい。
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(4) 事業者は、その提供した計画相談支援に関し、障害者総合支援法第十一条第二項（児童福祉法第五十
七条の三の二第一項）の規定により都道府県知事が行う報告若しくは計画相談支援の提供の記録、帳
簿書類その他の物件の提出若しくは提示の命令又は当該職員からの質問に応じ、及び利用者又はその
家族からの苦情に関して都道県知事が行う調査に協力するとともに、都道府県知事から指導又は助言
を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければなりません。

(5) 事業者は、その提供した計画相談支援に関し、障害者総合支援法第五十一条の二十七第二項（児童福
祉法第五十七条の三の三第四項）の規定により市町村長が行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の
提出若しくは提示の命令又は当該職員からの質問若しくは指定事業所の設備若しくは帳簿書類その他
の物件の検査に応じ、及び利用者又はその家族からの苦情に関して市町村長が行う調査に協力すると
ともに、市町村長から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わな
ければなりません。

(6) 事業者は、都道府県知事、市町村又は市町村長から求めがあった場合には、前三項の改善の内容を都
道府県知事、市町村又は市町村長に報告しなければなりません。

(7) 事業者は、社会福祉法第八十三条に規定する運営適正化委員会が同法第八十五条の規定により行う調
査又はあっせんにできる限り協力しなければなりません。

⑧ 苦情解決 つづき

(2) 運営に関する基準
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(1) 事業者は、利用者等に対する計画相談支援の提供により事故が発生した場合は、都道府県、市町村、
当該利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければなりません。

(2) 事業者は、事故の状況及び事故に際して採った処置について、記録しなければなりません。

(3) 事業者は、利用者等に対する計画相談支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償
を速やかに行わなければなりません。

⑨ 事故発生時の対応

(2) 運営に関する基準

※※損害賠償保険への加入※※

事業者は、賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に加入しておくことが望ましいとさ
れています。
（参考）福祉サービスにおける危機管理に関する検討会「福祉サービスにおける危機管理（リスクマネジメン

ト）に関する取り組み指針」（平成１４年３月２８日）
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事業者は、利用者等に対する指定計画相談支援の提供に関する次の記録を整備し、当該指定計画相談支援
を提供した日から五年間保存しなければなりません。

⑴ 福祉サービス等の事業を行う者等との連絡調整に関する記録
⑵ 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した相談支援台帳
イ サービス等利用計画案及びサービス等利用計画
ロ アセスメントの記録
ハ サービス担当者会議等の記録
ニ モニタリングの結果の記録

⑶ 相談支援を受けている者が、偽りその他不正な行為によって支援給付費の支給を受けている
ことの市町村への通知に係る記録

⑷ 苦情の内容等の記録
⑸ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

⑩ 記録の整備

(2) 運営に関する基準
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⑴ 事業者は、事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、基本相談支援及び計画相談支援の実施状
況、相談支援専門員の有する資格、経験年数及び勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選
択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。

⑵ ⑴に規定する事項を記載した書面を当該指定特定相談支援事業所に備え付け、かつ、これをいつ
でも関係者に自由に閲覧させることにより、⑴の規定による掲示に代えることができる。

⑶ ⑴に規定する重要事項の公表に努めなければならない。

⑪ 掲示等

(2) 運営に関する基準
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① サービス等利用計画の作成手順

(3) 計画相談支援の具体的取扱方針

状況把握
STEP

１

～ 全体的な流れ ～

アセスメント
STEP

２

サービス等利用計画案の作成
STEP

３

利用者等への説明、文書による同意の取得及び計画案の交付
STEP

４

サービス担当者会議の開催
STEP

５

利用者等への説明 、文書による同意の取得及び計画の交付
STEP

６

サービス提供開始
STEP

７

モニタリング
STEP

８

各段階
すべてにおいて、
記録の作成と保管
をしてください。

※相談支援員は、
・サービス等利用

計画の原案作成
・モニタリングの

実施
ができます。

相談支援に関する
Ｑ＆Ａ（令和７年３月
１８日）(問4)参照



(3) 計画相談支援の具体的取扱方針
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① サービス等利用計画の作成手順

アセスメント記録に面接日、面接場所及
び面接者を記載するなど、実施したこと
が分かるよう記録してください。

～ 具体的な内容 ～

アセスメント
STEP

２

状況把握
STEP

１
利用者の家族構成、主な生活歴、障害の程度など、利用者の基本的な情報を具体的に整理

する。

利用者の心身の状況や環境、日常生活全般の状況等の評価を通じて、利用者の希望する生
活や利用者が自立した日常生活を営むことができるよう支援する上で解決すべき課題等の把
握を行い、適切な支援内容の検討をする。

利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に意思決定の支援を行う
ため、当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握する。

アセスメントは、利用者の居宅、障害者支援施設等、精神科病院（障害児は居宅）を訪問
し、利用者及びその家族に面接して行う。



(3) 計画相談支援の具体的取扱方針
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① サービス等利用計画の作成手順

～ 具体的な内容 つづき ～

利用者等への説明、文書による同意の取得及び計画案の交付
STEP

４

サービス等利用計画案の作成
STEP

３
アセスメントに基づき、利用者及びその家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、

生活全般の解決すべき課題、提供される福祉サービス等の目標 及びその達成時期、福祉サー
ビス等の種類、内容、量、福祉サービス等を提供する上での留意事項、モニタリング期間に
係る提案等を記載した計画案を作成する。

当該計画案の内容について、『①利用者等へ説明し』 、『②文書による同意を得て』、
『③遅滞なく交付』する。

サービス等利用計画案に利用者等の同意欄を設け、作成者、説明者、同意日及び交付日を記載するか、別途
記録を作成するなど、相談支援専門員が作成し、利用者等に説明して交付したことが分かるようにしてくだ
さい。



(3) 計画相談支援の具体的取扱方針
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① サービス等利用計画の作成手順
～ 具体的な内容 つづき ～

サービス担当者会議の開催
STEP

５

相談支援専門員がサービス等利用計画の作成のために利用者及びサービス等利用
計画案に位置付けた福祉サービス等の担当者（以下「担当者」という。）を招集し、
当該計画案の内容について説明するとともに、当該利用者の生活に対する意向等を
改めて確認した上で、担当者から、専門的な見地から意見を求める。

サービス担当者会議の会議録には、『計画相談支援においては利用者が参加してい
ること』、『障害児相談支援においては、障害児本人や保護者が参加した場合に会議に参加
していること』をそれぞれ会議録に明記してください。

※※ 計画相談支援の場合 ※※
サービス担当者会議については、原則として利用者等が同席した上で行わなければなりませ
ん。

※※ 障害児相談支援の場合 ※※
サービス担当者会議については、障害児の意見を尊重し、障害児の最善の利益を保障するこ
とが重要であることに鑑み、当該障害児の年齢や発達の程度に応じて、 障害児本人や保護者
が参加することが望ましいとされています。



(3) 計画相談支援の具体的取扱方針
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① サービス等利用計画の作成手順
～ 具体的な内容 つづき ～

利用者等への説明、文書による同意の取得及び計画の交付
STEP

６

サービス担当者会議を踏まえたサービス等利用計画案の内容について、利用者又はその家族に対して説明し、
文書により利用者等の同意を得る。
その後、遅滞なく利用者等及び福祉サービス等の担当者に交付する。計画案から変更がない場合は、改めて利

用者等からの同意は不要ですが、確定したサービス等利用計画を保存してください。

※※個別支援計画の交付・モニタリング結果の相互交付※※
指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設等は、指定特定相談支援事業者に対し個別支援計画を交付しなけれ

ばならないこととしており、福祉サービス等の提供事業所と相互に計画書及びモニタリング結果を交換すること並びに相
互の会議に出席する等により連携を一層促進することが重要です。

相談支援専門員が、利用者等に説明し、同意を得て交付をしたこと、福祉サービス等の担当者に交付
したことが分かるように記録を残してください。



(3) 計画相談支援の具体的取扱方針
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① サービス等利用計画の作成手順
～ 具体的な内容 つづき ～

モニタリング
STEP

８

サービス提供開始
STEP

７
障害福祉サービス等の提供事業所によるサービスの提供が開始されます。

サービス等利用計画の実施状況の把握（利用者についての継続的な評価を含む。以下「モ
ニタリング」という。）を行い、必要に応じてサービス等利用計画の変更、福祉サービス等
の事業を行う者等との連絡調整その他の便宜の提供を行います。

モニタリングに当たっては、利用者及びその家族、福祉サービス等の事業を行う者等との
連絡を継続的に行うこととし、省令等で定める期間ごとに利用者の居宅、障害者支援施設等、
精神科病院（障害児は居宅）を訪問し、利用者等に面接して行います。

モニタリング記録に面接日、面接者、面接場所を明記する、別途記録を
作成するなど、モニタリングを実施した事実が分かるように記録してく
ださい。
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主な関係法令等（計画相談支援）

≪付 録≫

法令等種類 名称

法律 •障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年11月７日
法律第123号）

•社会福祉法（昭和26年３月29日法律第45号）

基準省令 •障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相
談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成24年３月13日厚生労働省令第28
号）

解釈通知 •障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相
談支援の事業の人員及び運営に関する基準について（平成24年３月30日障発第0330 
第22号）

報酬告示 •障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相
談支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成24年３月14日厚生労働省告示第
125号）

留意事項
通知

•障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福
祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準
等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成18年10月31日障発第1031001号）

Ｑ＆Ａ •障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ（厚生労働省）
•相談支援に関するＱ＆Ａ（厚生労働省）令和7年3月18日New
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主な関係法令等（障害児相談支援）

≪付 録≫

法令等種類 名称

法律 •児童福祉法（昭和22年12月12日法律第164号）
•社会福祉法（昭和26年３月29日法律第45号）

基準省令 •児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成
24年３月13日厚生労働省令第29号）

解釈通知 •児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準につい
て（平成24年障発0330第23号）

報酬告示 •児童福祉法に基づく指定障害児相談支援に要する費用の額の算定に関する基準（平
成24年３月14日厚生労働省告示第126号）

留意事項
通知

•児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に
関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成24年３月30日障発0330 
第16号）

Ｑ＆Ａ •障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ（厚生労働省）
•相談支援に関するＱ＆Ａ（厚生労働省）令和7年3月18日New



人の絆 まちの輝き 未来へつなぐ 伊丹

２ 報酬算定編
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(1) 基本的な取扱いについて

指定計画相談支援の提供に当たっては、基準に定める以下の基準のいずれか
を満たさない場合には、所定単位数を算定できません。

㈠ サービス等利用計画の作成に当たってのアセスメントに係る利用者の居宅等
への訪問による利用者及びその家族への面接等

㈡ サービス等利用計画等案の利用者又はその家族への説明並びに利用者又は障
害児の保護者の文書による同意

㈢ サービス等利用計画等案及びサービス等利用計画等の利用者又は障害児の保
護者及び担当者への交付

㈣ サービス担当者会議の開催等による担当者への説明及び専門的な意見の聴取

指定サービス利用支援費
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指定継続サービス利用支援費

(1) 基本的な取扱いについて

指定継続サービス利用支援については、以下の基準のいずれかを満たさ
ない場合には、所定単位数を算定できません。

㈠ 利用者の居宅等への訪問による利用者又は障害児の保護者への面接等

㈡ サービス等利用計画等の変更についてのサービス利用支援費の㈠から
㈣までに準じた手続の実施
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(2) 各種加算について

① 加算のみ算定できるもの

■利用者負担上限額管理加算
利用者が、指定計画相談支援と同一の月に受けた指定障害福祉サービ
ス又は施設障害福祉サービス（指定通所支援）について、当該利用者
の負担額合計額の管理を行った場合に算定できます。

■入院時情報連携加算
計画相談支援対象障害者等が病院又は診療所に入院するに当たり、当
該病院等の職員に対して、医療機関に出向いて、当該医療機関の職員
と面談する方法（加算Ⅱの場合は、出向いて面談する以外の方法）に
より、当該計画相談支援対象障害者等の心身の状況、生活環境等の当
該計画相談支援対象障害者等に係る必要な情報を提供した場合に算定
できます。
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(2) 各種加算について

① 加算のみ算定できるもの

■居宅介護支援事業所等連携加算（計画相談支援のみ）
これまで障害福祉サービス等を利用していた利用者が、介護保険サービスを利
用する場合又は通常の事業所に新たに雇用される場合であって、指定居宅介
護支援事業所、指定居宅介護予防支援事業所、雇用先の事業所、又は障害者
就業・生活支援センター等へ引継ぐ場合において、一定期間を要するものに
対し、当該利用者を担当している相談支援専門員が、次のいずれかの業務を
行った場合に算定できます。

① 居宅介護支援事業所等又は雇用先事業所等への情報提供
② 居宅等への訪問による面接
③ 居宅介護支援事業所等又は雇用先事業所等が開催する会議への参加

※②又は③の算定要件に該当する場合、基本報酬を算定している月は、当該加
算を算定することはできません。

※①の算定要件に該当する場合は、当該加算と基本報酬を算定することができ
ます。
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(2) 各種加算について

① 加算のみ算定できるもの

■保育・教育等移行支援加算（障害児相談支援のみ）
これまで障害福祉サービス等を利用していた利用者が、就学、進学する場合又
は通常の事業所に新たに雇用される場合であって、保育所、小学校、特別支
援学校、雇用先の事業所又は障害者就業・生活支援センター等（関係機関）
へ引継ぐ場合において、一定期間を要するものに対し、当該利用者を担当し
ている相談支援専門員が、次のいずれかの業務を行った場合に算定できます。

① 関係機関への情報提供
② 居宅等への訪問による面接
③ 関係機関が開催する会議への参加

※②又は③の算定要件に該当する場合、基本報酬を算定している月は、当該加
算を算定することはできません。

※①の算定要件に該当する場合は、当該加算と基本報酬を算定することができ
ます。
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(2) 各種加算について

① 加算のみ算定できるもの

■集中支援加算
計画決定月及びモニタリング対象月以外において、居宅等への訪問による面接、
サービス担当者会議の開催、関係機関が開催する会議への参加等の業務を
行った場合に算定できます。
なお、緊急的、臨時的に対応したことを評価するものであるため、頻回に算定
が必要となる利用者については、モニタリング期間を改めて検証する必要が
あります。
※基本報酬を算定している場合は、当該加算は算定できません。

■サービス提供時モニタリング加算
継続サービス利用支援の実施時又はそれ以外の機会において、サービス等利用
計画に位置付けた障害福祉サービス等を提供する事業所又は当該障害福祉
サービス等の提供場所を訪問し、サービス提供場面を直接確認することによ
り、サービスの提供状況について詳細に把握し、確認結果の記録を作成した
場合に算定できます。
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(2) 各種加算について

① 加算のみ算定できるもの

■地域生活支援拠点等相談強化加算
障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が生
じた者又はその家族等からの要請に基づき、速やかに指定短期入所事業者に
対して当該要支援者に関する必要な情報の提供及び当該指定短期入所の利用
に関する調整を行った場合に算定できます。

■地域体制強化共同支援加算
支援が困難な利用者に対して、当該指定特定相談支援事業所の相談支援専門員
又は相談支援員と福祉サービスを提供する事業者の職員等が、会議により情報
共有及び支援内容を検討し、在宅での療養又は地域において生活する上で必要
となる説明及び指導等の必要な支援を共同して実施するとともに、地域課題を
整理し、伊丹市障害者地域自立支援協議会に報告を行った場合に算定できます。
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(2) 各種加算について

② 他の加算と併給できないもの

■初回加算
・退院・退所加算
・居宅介護支援事業所等連携加算｜居宅介護支援事業所等連携加算を取得した最

終月から６月経過するまでは、初回加算を取
得できません。

・保育・教育等移行支援加算 ｜保育・教育等移行支援加算を取得した最終月
から６月経過するまでは、初回加算を取得で
きません。

・医療・保育・教育機関等連携加算
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(2) 各種加算について

② 他の加算と併給できないもの

■退院・退所加算
・初回加算
・居宅介護支援事業所等連携加算 ｜居宅介護支援事業所等連携加算の算定要件

を「会議参加」とした場合、併給できませ
ん。

・保育・教育等移行支援加算 ｜保育・教育等移行支援加算の算定要件を
「会議参加」とした場合、併給できません。

・医療・保育・教育機関等連携加算｜退院・退所加算を算定し、かつ、退院又は
退所する施設の職員のみから情報提供を受
けている場合は、併給できません。

・集中支援加算 ｜集中支援加算の算定要件を「会議参加」と
した場合、併給できません。
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(2) 各種加算について

② 他の加算と併給できないもの

■居宅介護支援事業所等連携加算
■保育・教育等移行支援加算
・初回加算 ｜居宅介護支援事業所等連携加算又は保育・教育等移行支

援加算を取得した最終月から６月経過するまでは、初回
加算を取得できません。

・入院時情報連携加算｜居宅介護支援事業所等連携加算又は保育・教育等移行支
援加算の算定要件を「情報提供」又は「会議参加」とし
た場合は、併給できません。

・退院・退所加算 ｜居宅介護支援事業所等連携加算又は保育・教育等移行支
援加算の算定要件を「会議参加」とした場合、併給でき
ません。

・集中支援加算 ｜居宅介護支援事業所等連携加算又は保育・教育等移行支
援加算の算定要件の「会議参加」について、会議の趣旨、
つなぎ先等が同様の場合、併給できません。
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(2) 各種加算について

② 他の加算と併給できないもの

■入院時情報連携加算
・居宅介護支援事業所等連携加算｜居宅介護支援事業所等連携加算の算定要件を

「情報提供」又は「会議参加」とした場合は、
併給はできません。

・保育・教育等移行支援加算 ｜保育・教育等移行支援加算の算定要件を
「情報提供」又は「会議参加」とした場合は、
併給できません。

■入院時情報連携加算（Ⅰ）
・集中支援加算 ｜集中支援加算の算定要件を「会議参加」とし

た場合は、併給できません。

■医療・保育・教育機関等連携加算
・退院・退所加算 ｜退院・退所加算を算定し、かつ、退院又は退所

する施設の職員のみから情報提供を受けている
場合は、併給できません。

・サービス担当者会議実施加算｜医療・保育・教育機関等連携加算の算定要件を
「面談等」とした場合は、併給できません。

・初回加算
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(2) 各種加算について

② 他の加算と併給できないもの

■集中支援加算
・居宅介護支援事業所等連携加算｜居宅介護支援事業所等連携加算の算定要件の

「会議参加」について、会議の趣旨、つなぎ
先等が同様の場合、併給できません。

・保育・教育等移行支援加算 ｜保育・教育等移行支援加算の算定要件の「会
議参加」について、会議の趣旨、つなぎ先
等が同様の場合、併給できません。

・入院時情報連携加算（Ⅰ） ｜集中支援加算の算定要件を「会議参加」とし
た場合は、併給できません。

・退院・退所加算 ｜集中支援加算の算定要件を「会議参加」とし
た場合、併給できません。

■サービス担当者会議実施加算
・医療・保育・教育機関等連携加算｜医療・保育・教育機関等連携加算の算定要

件を「面談等」とした場合は、併給できま
せん。
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(2) 各種加算について

③ その他

■地域生活支援拠点等相談強化加算
・他の指定特定相談支援事業所において指定計画相談支援を行っている要支援者
又はその家族等からの要請に基づき連絡・調整を行った場合は算定できません。
ただし、当該要支援者が指定短期入所を含む障害福祉サービス等を利用してい
ない場合においては、当該指定特定相談支援事業所によりサービス等利用計画
の作成を行った場合は、当該計画作成に係るサービス利用支援費の算定に併せ
て算定できます。

・指定自立生活援助事業所又は指定地域定着支援事業所と一体的に事業を行って
いる場合であって、かつ、当該指定自立生活援助事業所又は当該指定地域定着
支援事業所において当該利用者に係る自立生活援助における緊急時支援加算又
は当該指定地域定着支援事業所において当該利用者に係る地域定着支援サービ
ス費を算定する場合は、指定特定相談支援事業所において当該加算を算定でき
ません。
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(2) 各種加算について

④ 加算の算定に公表が必要なもの

■主任相談支援専門員配置加算
■行動障害支援体制加算
■要医療児者支援体制加算
■精神障害者支援体制加算
■高次脳機能障害者支援体制加算
■ピアサポート体制加算

体制が整備されている旨をワムネット等で公表してください。



■居宅介護支援費重複減算Ⅰ
要介護状態区分が要介護１又は要介護２のものに対して、指定居宅介護支援と
一体的に指定サービス利用支援又は指定継続サービス利用支援を行った場合に
所定の単位数が減算されます。

■居宅介護支援費重複減算Ⅱ
要介護状態区分が要介護３、要介護４又は要介護５のものに対して、指定居宅
介護支援と一体的に指定サービス利用支援又は指定継続サービス利用支援を
行った場合に所定の単位数が減算されます。

■介護予防支援費重複減算
要支援状態区分が要支援１又は要支援２のものに対して、指定介護予防支援と
一体的に指定継続サービス利用支援を行い、継続サービス利用支援費（継続
サービス利用支援Ⅱを除く）を算定した場合に所定の単位数が減算されます。
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(3) 減算について



■情報公表未報告減算
障害者総合支援法第７６条の３第１項（児童福祉法第３３条の１８第１項）の
規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、
所定単位数の１００分の５に相当する単位数が所定単位数から減算されます。

■業務継続計画未策定減算（令和７年４月１日から適用）
指定基準第２０条の２に規定する基準（業務継続計画の策定、計画の定期的な
見直し、研修の実施等）を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１
に相当する単位数が所定単位数から減算されます。

■虐待防止措置未実施減算
指定基準第２８条の２に規定する基準（委員会を開催する、研修の実施、担当
者を置く等）を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する
単位数が所定単位数から減算されます。
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(3) 減算について



人の絆 まちの輝き 未来へつなぐ 伊丹

３ 各種届出について
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各種届出書類は専用の様式で作成してください。

１）令和８年度から、届出書等の様式は厚生労働省又は
こども家庭庁が定める様式となります。

２）必ず『変更届に必要な書類一覧(特定相談支援・障
害児相談支援)』で、届出に必要な添付書類を確認
してください。

３）廃止・休止・再開届も同様です。該当ページをご確
認ください。

(1) 変更届、廃止・休止・再開届について
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変更届の場合の必要な添付書類

(1) 変更届、廃止・休止・再開届について
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加算届出書類は専用の様式で作成してください

１）令和８年度から、届出書等の様式は厚生労働省又はこど
も家庭庁が定める様式となります。

２）必ず『計画相談支援給付費及び障害児相談支援給付
費算定に係る体制等に関する届出に必要な書類一覧
（特定相談支援・障害児相談支援）』で、届出に必
要な添付書類を確認してください。

３）加算の算定時期について、
・毎月15日までに届出した場合：翌 月から算定開始。
・毎月16日以降に届出した場合：翌々月から算定開始。

(2) 体制等に関する届出書について
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体制等に関する届出書に必要な添付書類

(2) 体制等に関する届出書について
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体制等に関する届出書に必要な添付書類 つづき

(2) 体制等に関する届出書について



４ おわりに
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研修受講後のお願い

【１】受講報告

受講を終了された方は、伊丹市法人監査課の集団指導の
ページに掲載している専用フォームから受講報告を行っ
てください。

【２】質 問

法人監査課の集団指導のページに「問合せフォーム」
を設置しています。

この研修を受講しての質問がありましたら、この問合
せフォームからお問い合わせください。

※ 回答には数日いただくことがあります。

【３】メールアドレス登録

情報を迅速に貴事業所へお伝えするために、電子メールの活用を促進しています。

受講報告内において、事業所メールアドレスの記載をお願いいたします。当該メールアドレスを最新の登
録情報とし、今後、連絡事項を送信させていただきます。
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